
様式１ 別添１金融庁

令和３年度 令和４年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

001 金融モニタリング等実施経費 平成12年度 終了予定なし 129 91 82 外部有識者点検対象外 現状通り

○リモート手法によるモニタリングについ
ても肯定的な意見の割合が増えるように検
討・取組みを進めること。

○繰越した予算についても競争性の確保に
留意した調達を行い、適切な執行に努める
こと。

87 91 4 - 現状通り

〇各金融機関等の経営上の課題の重要性に即して、機
動的かつ先を見通した実態把握を実施し、リモート手
法を積極的に取り入れ、実効的かつ効率的な新しいス
タイルへの転換を進めていく。
〇繰越した予算については、競争性確保のため、公告
期間の十分な確保や積極的な情報提供に努める。
〇明細データにかかる実証実験のためのコンサルティ
ング経費においては、分析の深堀りのために対象機関
増やすことから要求増となっている。

令和２年度３次補正
予算（38百万円）

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融機能安定確保に必要な経
費

金融庁 - 0001 - 平成３０年度対象

002
データ分析を通じた企業に対する金融面でのコロナ対応
策の検討

令和２年度 終了予定なし 296 296 296 

本事業は、データ分析に基づく金融行政の実効性の向
上という観点から意義あるものと認められる。
しかし、本事業の目的が必ずしも具体化されていない
きらいがあり、分析手法や効果測定の方法にも課題を
残している。そこで、金融行政における本事業の目的
や今後の展開の方向性をより明確化するとともに、分
析手法の一層の精緻化、効果測定の方法の改善を図
り、アフター・コロナを見据えた展開にも目を向ける
必要がある。
政府全体の取組の中で他省庁の保有するデータ等との
連携を検討したり、金融機関の保有する情報や、対話
を行うモニタリング部門からのフィードバック情報と
の統合を図り、データの継続的更新を行うことを考慮
することが望ましい。

事業内容の一部
改善

○外部有識者の所見も踏まえ、指摘を受け
た各課題について検討・取組を進めていく
こと。

○引き続き必要性や効率性を考えつつ、要
求内容の精査を行っていくこと。

136 137 1 -
年度内に改善を

検討

本事業の目的を、新型コロナウィルス感染症の企業へ
の影響を分析することを通じて、金融機関の健全性の
評価及び、金融機関による企業支援促進策の検討を行
うことであると明確化する。そのうえで、今後、「企
業セクターが、どの程度ポストコロナの産業構造に適
応し、事業収益の回復を通じて債務を返済できるか」
「その影響が金融システムや実体経済にどのように波
及するか」「どのような企業に対してどのような支援
が必要か」といった点が明らかになるよう分析を行っ
ていく。そのために、アカデミズムとの連携も含め、
計量的な分析手法をより活用するなどの分析手法の一
層の精緻化や本事業で購入するデータを金融機関から
収集したデータ等他のデータと組み合わせて分析を行
うことに取り組む。活用目的が内部の監督・政策立案
のためであることから、その効果を定量的に測定する
ことは必ずしも容易ではないが、効果測定の方策につ
いては引き続き検討を行う。上記の通り、ポストコロ
ナだけではなく、広く金融仲介機能発揮のための分析
を行い、データの継続更新のために令和4年度において
も同年規模の要求を行っていく。

令和2年度2次補正予
算（296百万円）

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融政策推進に必要な経費

金融庁 新02 - 0004 - その他

003 金融危機対応の円滑な実施のための経費 平成12年度 終了予定なし 8 8 0 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、適切に事業を実施するための予
算の確保に努めること。

8 8 - - 現状通り
令和４年度においては、前年度と同規模の予算要求を
行う。

監督局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融機能安定確保に必要な経
費

金融庁 0002 令和元年度対象

004 金融仲介機能の強化 平成17年度 終了予定なし 32 14 25 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

これまでの予算執行率を鑑み、特に「金融
仲介の改善に向けた検討会議に係る経費」
については、厳格に精査の上、適切な予算
要求を行うこと。

56 126 70 - 縮減

「金融仲介の改善に向けた検討会議に係る経費」につ
いては、令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大
に伴う資金繰り支援を優先する観点から検討会議の開
催を見送り予算執行もなかったが、金融機関が持続可
能なビジネスモデルを構築するための実効性のある対
策を当該会議での議論を通じて求めていく必要性があ
るため、令和４年度は要求が必要であるが、要求額に
ついては、効率的な予算執行の観点から、コスト削減
に努めていく。
また、令和４年度の概算要求全体では、上記のコスト
削減は行うが、ポストコロナに向けた金融機関の事業
者支援能力の向上等を図り、地域経済の再生等を実現
するために、「事業再生手法の確立に向けた調査研究
経費」などの新規要求を行うことから、前年比71百万
円の増額要求を行っていく。

監督局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融機能安定確保に必要な経
費

金融庁 0003 令和元年度対象 ○

005 地域企業経営人材マッチング促進事業 令和２年度 終了予定なし 3,063 - - 外部有識者点検対象外 - - 事項要求 - - -
令和2年度第３次補正
予算（3,063百万円）

監督局 一般会計 金融庁 - - その他 ○

006
家計の安定的な資産形成推進のための制度周知・広報及
び税制の調査・検証

平成13年度 終了予定なし 11 11 4 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

過去２年の執行率を踏まえ、「資産形成の
意義に係る広報イベント等経費」について
は、オンラインを活用することも含めて厳
格に精査の上、適切な予算要求を行うこ
と。

10 9 ▲1 ▲1 執行等改善

「資産形成の意義に係る広報イベント等経費」につい
ては、過去2年は新型コロナウイルス感染症拡大の影響
により、イベントを対面で開催できず、予算執行率が
低下したが、今後は可能な限り対面での開催を実施し
たいと考えている。引き続きオンラインも活用するこ
とを含めて、コスト削減に努めつつ、令和４年度の予
算要求を行っていく。

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融サービス向上推進に必要
な経費

金融庁 0004 平成３０年度対象 ○

007 金融経済教育の推進 平成13年度 終了予定なし 26 28 17 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

これまでの予算執行率を鑑み、必要経費に
ついて厳格に精査の上、真に必要な予算要
求を行うこと。

29 20 ▲9 ▲9 執行等改善

本経費については、効率的な予算執行の観点から、パ
ンフレット等作成経費を削減することとし、令和４年
度においては、前年度予算額より約9百万円の減額要求
となった。

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融サービス向上推進に必要
な経費

金融庁 0005 平成３０年度対象 ○

008 貸金業者監督のための経費 平成15年度 終了予定なし 17 17 12 外部有識者点検対象外 現状通り

○貸付自粛制度の推進に必要な経費につい
ては、これまでの執行率を鑑み、適切な予
算要求を行うこと。

○貸付自粛対象者の登録割合については、
目標値から引き続き乖離しているため、本
登録促進のための実効的な取組を検討する
こと。

21 16 ▲5 ▲5 現状通り

〇貸付自粛制度推進事業費について、効率的な予算執
行の観点から、執行実績を踏まえた予算要求に努めて
いく。（事業全体としては、貸金業務取扱主任者の登
録について、３年度と比較して登録更新予定者が少な
いことが見込まれるため、前年比４百万円の減額要求
を行う。）
〇また、貸付自粛対象者の登録促進については、当該
事業を委託している日本貸金業協会と連携し、ギャン
ブル等依存症の専門医療機関等への制度の周知やギャ
ンブル等依存症に関する相談拠点（保健所や精神保健
福祉センター等）との連携といった取組を推進してい
く。

監督局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融サービス向上推進に必要
な経費

金融庁 0006 平成３０年度対象

009 金融サービス利用者保護の推進 平成17年度 終了予定なし 23 23 11 

○定量的な成果目標として「減少傾向となること」と
設定しているので、目標値は前年度実績値ではなく、
減少傾向となるような目標値を検討してはどうか。

○有効だと考えられるインターネット広告の活用を一
層進めてはどうか。

現状通り

○外部有識者の所見も踏まえ、適切な目標
設定を行うこと。

○執行率を踏まえ、厳格に精査の上、適切
な予算要求を行うこと。

13 13 - - 現状通り

○定量的な成果目標について、外部有識者の所見も踏
まえ、今後の目標設定を検討していく。
○引き続き、インターネット広告も活用した多重債務
相談窓口の周知・広報を検討していく。
○本経費については、競争性確保のため、引き続き一
般競争入札等を行うとともに、公告期間の十分な確保
や積極的な情報提供等に努めていくこととし、 真に必
要な予算に限り要求を行っていく。

企画市場局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融サービス向上推進に必要
な経費

金融庁 0007 その他 ○

010 市場の公正確保のための経費 平成12年度 終了予定なし 340 80 75 外部有識者点検対象外 現状通り
○引き続き、適切に事業を実施するための
予算の確保に努めること。

104 127 23 - 現状通り

本経費については、令和４年度においてデジタルフォ
レンジック関連機器の一部更改や、市場監視総合シス
テムについて次期システム改修に向けたコンサルティ
ングを実施することなどにより経費の増額が見込まれ
ることから、前年比22百万円の増額となる予算要求を
行っていく。

令和２年度１次、第
３次補正予算（261百
万円）

証券取引等監視委
員会事務局

一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融市場整備推進に必要な経
費

金融庁 0008 平成２９年度対象

011 課徴金制度関係経費 平成17年度 終了予定なし 2 2 - 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、法令上の要請に基づき、適切に
執行すること。

4 8 4 - 現状通り

本経費については、引き続き、適切な執行に努めてい
く。令和4年度においては、海外当局への管轄官庁送達
依頼に際し、翻訳謝金の増額が見込まれることから、
前年比4百万円の増額となる予算要求を行っていく。

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融市場整備推進に必要な経
費

金融庁 0009 平成３０年度対象

課徴金制度関係経費（事業番号10再掲）

012 有価証券報告書等電子開示システム経費 平成13年度 終了予定なし 772 772 769 外部有識者点検対象外 現状通り

○引き続き、安定運用及び情報セキュリ
ティの確保に努めるとともに、調達におい
ては、競争性を確保すること。
○次期EDINETの導入に当たっては、一般に
新システムの稼働初期においては不具合が
生じる可能性が高いことに十分留意し、事
業を執行すること。

1,237 576 ▲661 ▲661 縮減

○  本経費については、引き続き、安定運用及び情報
セキュリティの確保に努めるとともに、経費削減の観
点から、競争性を確保した調達に努める。
○　令和４年度においては、令和２・３年度に実施し
ている次期EDINETの構築業務が終了することから、前
年比662百万円の減額となる予算要求を行っていく。

企画市場局 一般会計
（（項）金融政策費
　（大事項）金融市場整備推進に必要な経
費

金融庁 0010 令和元年度対象

013 企業財務諸制度の整備 平成13年度 終了予定なし 23 23 17 外部有識者点検対象外 現状通り

〇引き続き、国際会計基準の任意適用会社
数の増加に向け、質の高い情報収集や効果
的な意見発信を行うこと。
○令和２年度においては、コロナウイルス
感染症の影響により旅費の支出がなく、令
和4年度にも同様の事態に陥る可能性がある
ことから、精査すること。
〇次回調達時において、競争性の確保にも
留意し仕様を検討すること。

23 23 - - 現状通り

○本経費については、令和4年度においては、対面での
国際会議開催の再開もあり得るところ、その場合に
は、対面で参加することとなることから旅費分を減額
することはせず、前年度と同規模の予算要求を行う
（令和４年度までの国庫債務負担行為）。
○一方で次回調達（令和５年度契約見込み）において
は、令和元年度の外部有識者の所見も踏まえ、複数者
の応札を実現できるようにするなど仕様を検討する。

企画市場局 一般会計
（（項）金融政策費
　（大事項）金融市場整備推進に必要な経
費

金融庁 0011 令和元年度対象 ○

014 公認会計士試験実施経費 平成16年度 終了予定なし 67 67 44 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、適切に事業を実施するための予
算の確保に努めること。

66 64 ▲2 ▲2 縮減

引き続き、試験委員会議の効率的運用に努めていくこ
ととし、令和４年度においては、作問作業の効率化に
よる会議日数の減少により、前年比１百万円の減額と
なる予算要求を行っていく。

令和2年度外部有識者
点検

公認会計士・監査
審査会事務局

一般会計
（（項）金融政策費
　（大事項）金融市場整備推進に必要な経
費

金融庁 0012 令和２年度対象

令和３年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和４年度予算概算要求への反映状況調表

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始

年度
事業終了

(予定)年度
令和２年度

補正後予算額

令和２年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見 反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

令和２年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金

１つ目

基本政策Ⅲ　市場の公正性・透明性と市場の活力の向上
　　施策Ⅲ－１　金融取引のグローバル化、複雑化、高度化に対応した市場監視機能の強化

　　施策Ⅲ－２　企業の情報開示の質の向上のための制度・環境整備とモニタリングの実施

執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き

基本政策Ⅰ　金融システムの安定と金融仲介機能の発揮
　　施策Ⅰ－１　マクロプルーデンスの取組と効果的な金融モニタリングの実施

　　施策Ⅰ－２　健全な金融システムの確保のための制度・環境整備

　　施策Ⅰ－３　金融仲介機能の十分な発揮に向けた制度・環境整備と金融モニタリングの実施

基本政策Ⅱ　利用者の保護と利用者利便の向上
　　施策Ⅰ－１　利用者の利便の向上に敵う金融商品・サービスの提供を実現するための制度・環境整備と金融モニタリングの実施

　　施策Ⅱ－２　利用者の保護を確保するための制度・環境整備と金融モニタリングの実施
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様式１ 別添１
令和３年度 令和４年度

当初予算額 要求額
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（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始

年度
事業終了

(予定)年度
令和２年度

補正後予算額

令和２年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見 反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

令和２年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金

１つ目

執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き

015 店頭デリバティブ取引情報の報告・蓄積システム経費 平成24年度 終了予定なし 31 31 31 外部有識者点検対象外 現状通り

○　引き続き、安定運用及び情報セキュリ
ティの確保に努めるとともに、調達におい
ては、競争性を確保すること。
○　今後予定されている新規開発に当たっ
ては、金融システムリスクの継続的な監視
等の観点から、民間の取引情報蓄積機関の
システム障害時等においても安定的に機能
するよう開発を行うなど適切な調達に努め
ること。

37 52 15 - 現状通り

○　所見を踏まえ、引き続き安全運用及び情報セキュ
リティの確保に努めていく。
○　令和2年度の本システムの保守・運用委託先の選定
にあたっては、仕様書に前年度の問い合わせ件数やシ
ステム修正等の実績を記入のうえ、公募期間を十分に
確保して公募を実施したが、一者のみの応募となっ
た。新規事業者が参入しやすい環境を作るため、引き
続き仕様書に前年度実績を記入するとともに、調達情
報について積極的に情報提供を行い、競争性確保に努
めていく。
○　本経費については、効率的な予算執行の観点か
ら、コスト削減に努めていくこととするが、令和4年度
においては、取引情報蓄積機関への報告一元化に伴
い、当該機関のシステム障害が生じた場合等におい
て、金融機関から当局への直接報告を可能とするため
のBCPツールの開発等を予定している。

企画市場局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融市場整備推進に必要な経
費

金融庁 0013 平成３０年度対象

016 国際金融センターとしての地位確立 平成25年度 終了予定なし 236 58 62 外部有識者点検対象外 現状通り

○繰越した予算についても競争性の確保に
留意した調達を行い、適切な執行に努める
こと。

○執行率を踏まえ、適切に事業を実施する
ための予算の確保に努めること。

124 129 5 - 現状通り

参入海外金融事業者の促進のためのモデル事業、AI多
言語翻訳技術の活用による金融行政の英語化、イン
ターナショナルスクールの委託調査実施のために令和
３年度に繰り越した予算117.9百万円については、競争
性確保のため、公告期間の十分な確保や積極的な情報
提供を行った。令和４年度に関しては、海外金融事業
者に対する効果的な情報発信のための専用ウェブサイ
トの改善、プロモーション活動、AI多言語技術の更な
る活用のため、事業費の増額が見込まれており、対前
年度比53.5百万円の増額要求を行っていく。令和4年度
予算に関しても同様に、調達に際しては、競争性確保
のため、公告期間の十分な確保や積極的な情報提供を
行うなど、適切な執行に努めていく。

令和２年度３次補正
予算（178百万円）

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融市場整備推進に必要な経
費

金融庁 0014 平成３０年度対象 ○

017 コーポレートガバナンスの更なる推進に係る事業費 平成28年度 終了予定なし 13 13 9 外部有識者点検対象外 現状通り

令和２年度において、コロナウイルス感染
症の影響により委員旅費及び金融政策業務
旅費の支出がなく、令和４年度にも同様の
事態に陥る可能性があることから、精査す
ること。

13 15 2 - 現状通り

本経費については、令和４年度においては、対面での
会議等の開催再開もあり得るところ、その場合には、
委員等の旅費の支出が生じることから委員旅費等を減
額することなく、一方でフォローアップ会議の運営に
より諸謝金及び金融政策業務庁費の増額が見込まれる
ことから、前年比1.8百万円の増額となる予算要求を
行っていく。

企画市場局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融市場整備に必要な経費

金融庁 0015 平成２９年度対象

018 金融分野におけるサイバーセキュリティ対策向上 平成27年度 終了予定なし 76 76 57 

○サイバーセキュリティ演習は、金融機関のサイバー
セキュリティ対策の向上に有効であり、今後も継続的
に実施することが必要である。その際、他のサイバー
演習の動向も参考として、例えば、参加金融機関との
やり取りの方法を工夫するなどして、演習の効率化に
努めることが重要である。

○海外のサイバーセキュリティ演習における先進事例
などを取り込んで、更にサイバー演習を発展させても
らいたい。

現状通り
外部有識者の所見も踏まえ、適切に事業を
実施すること。

76 91 15 - 現状通り

より効率的な演習とするため、参加金融機関とのやり
取り（シナリオの伝達、参加金融機関からの回答の収
集等）のうち、効率化が可能な部分をオンラインで実
施するとともに、より効果的な演習とするため、海外
事例の情報収集を引き続き行うなどにより、演習内容
をより充実させる。

具体的には、R2年度の演習においては、銀行業態等を
対象に、インシデント対応における社内エスカレー
ションから経営層の意思決定までの実効性を検証する
方式を導入するなど、演習内容の充実を図っていると
ころ。今後は、更なる金融業界全体のサイバーセキュ
リティレベルの底上げのため（サイバー事案の発生時
に、各金融機関がコンティンジェンシープランに則
り、迅速かつ適切な対応を行えるように対応能力の向
上を促進することを通じて、業界全体のインシデント
対応能力を向上させるため）、カバレッジが低い業態
や、現時点で対応能力が不十分である可能性がある業
態の演習参加先数を増加させる必要があることから概
算要求額は増加。加えて、業態特有の業務やシステム
の特性に合ったシナリオや評価基準の設定、各業界や
個別金融機関の実情に応じた詳細なフィードバックを
実施するなど、効率的・効果的な底上げが図れるよう
な創意工夫を行っている。

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融政策推進に必要な経費

金融庁 0016 その他 ○

019 金融デジタライゼーション関係経費 平成30年度 終了予定なし 83 83 145 外部有識者点検対象外 現状通り
執行率を踏まえ、適切に事業を実施するた
めの予算の確保に努めること。

94 80 ▲14 ▲14 縮減

本経費については、効率的な予算執行の観点から、コ
スト削減に努めていくこととし、令和４年度において
は、必要な調査研究の範囲を見直し、前年比14百万円
の減額となる予算要求を行っていく。

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融政策推進に必要な経費

金融庁 0017 令和元年度対象 ○

020 アカデミアとの連携強化に必要な経費 令和２年度 終了予定なし 16 16 6 
成果目標の目標値の設定にあたって、一律に令和５年
度を中間目標の年限とするのではなく、研究期間、内
容に応じて精緻化することを検討してはどうか。

現状通り
外部有識者の所見も踏まえ、適切に事業を
実施すること。

12 ▲12 執行等改善
成果目標として、令和３年度を年限とする短期的目標
を新たに設定した。なお、概算要求への影響はなし。

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融政策推進に必要な経費

金融庁 新02 - 0001 - その他

021 自然災害による被災者の債務整理支援 平成28年度 終了予定なし 30 30 49 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

○コロナ特則を考慮した見込の元に必要な
予算を要求すること。

○適切な支払か事後的に検証できるように
すること。

36 110 74 - 現状通り

本経費については、コロナ特則に基づく執行実績の大
幅な増加が今後も見込まれることから、前年比74百万
円の増額となる予算要求を行っていく。なお、支払い
にあたっては、事業者による実績報告等を十分に精査
することで適切な支払いであるか検証しており、引き
続き適切な予算執行に努める。

監督局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融政策推進に必要な経費

金融庁 0018 平成２９年度対象 ○

022 新興市場国に対する技術協力に必要な経費 平成14年度 終了予定なし 166 166 158 外部有識者点検対象外 現状通り

○オンライン形式も含め研修方法を工夫す
ることを前提に予算要求に努めること。

○引き続き予算執行における経費削減に努
めること。

189 200 11 - 現状通り

〇事業①について
・新型コロナウイルスの感染の拡大に鑑み、令和2年度
の研修はオンライン形式で開催した。オンラインの特
性を活かし各国２名までの参加を認め、より多くの研
修生に研修を提供できるよう工夫した。研修終了後の
アンケート調査においては、日本の証券市場の監視・
監督について包括的に理解することができ大変勉強に
なった等の高評価を得た一方、Wi-Fiの技術的な問題に
より講義の一部が受講できなかった研修生がいたり、
オンラインのために実地訪問ができないという制約も
あった。よって、令和４年度の予算要求においては、
経費削減に努めつつ、対面形式の研修を前提とした。
今後については、オンラインの利点と対面形式の利点
を活かしたハイブリッド型のセミナー運営や現地訪問
型の研修の実施等、新興国の金融当局者の能力向上に
資するための新たな施策を検討する。
○事業②について
令和４年度においても従来継続しているプロジェクト
に対し効率的かつ積極的な支援を実施していく。ま
た、令和４年度はG20・OECDコーポレートガバナンス原
則の改定が行われるため、コロナ後の各国のコーポ
レートガバナンス枠組みの基準となる同原則の改定内
容を新興国へ紹介し、新興国が改定された原則に従っ
て国内制度の整備を行うことに対する支援のための予
算要求を行っていく。

令和2年度外部有識者
点検

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）経済協力に必要な経費

金融庁 0019 令和２年度対象

023 アジア諸国等との金融連携・協力に必要な経費 平成23年度 終了予定なし 120 120 54 外部有識者点検対象外
事業内容の一部

改善

これまでの予算執行率を鑑み、厳格に精査
の上、適切な予算要求を行うこと。特に
「アジアの金融インフラ整備支援事業に必
要な経費」の委員等旅費については見直し
を行うこと。

132 140 8 - 縮減

【事業①】
「中国金融研究会」の北京在住有識者招聘旅費（年3
回：約90万円）の見直しを行い、令和4年度本経費につ
いては、前年比60万円ほどの減額となる年1回の旅費
（約30万円）の予算要求を行っていく。その他アジア
を始めとする新興国に係る経費については、引き続き
日系金融機関等の意見を幅広く聴取した上で、各国経
済の成熟度や関心・ニーズに応じた金融技術支援を実
施する。
【事業②】
新型コロナウイルスの感染の拡大に鑑み、対面形式か
らバーチャル形式のプログラムに進化させて研修を継
続し、研究員からは高評価を得た。また、卒業生との
ネットワークの強化については、アルムナイ・フォー
ラムや特別講義をバーチャル形式で実施したり、金融
庁ウェブサイトのGLOPAC特集ページを改する等して好
評を得た。他方、知日派育成と協力関係強化のために
は、研究員を日本に招聘し当庁職員と面識を持ち、日
本文化に触れることが重要であることから、対面形式
とバーチャル形式を組み合わせたハイブリッド型の研
修の実施等、経費削減に努めつつ新たな施策を検討す
る。

令和2年度外部有識者
点検

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）経済協力に必要な経費

金融庁 0020 令和２年度対象

024
気候変動リスクをはじめとする新たなリスクへの対応に
必要な経費

令和２年度 終了予定なし 10 10 0 

○ 引き続きオンラインでイベントを開始することが
有効だと思うが、イベントのテーマはその時々の最新
のテーマに設定してもらい、アンケート等により参加
者の意見を吸い上げられる形にするとよいのではない
か。

○ 金融庁主催の勉強会等の会合で委託調査の結果を
活用することに引き続き取り組んでもらいたい。

○ 政府の関連する各種会合の内容等を、本事業の実
施に役立てられると良い。

現状通り
外部有識者の所見も踏まえ、適切に事業を
実施すること。

18 20 2 - 執行等改善

令和４年度においては、効率的な予算執行の観点のほ
か、新型コロナウイルス感染症の影響も踏まえ、霞ヶ
関近郊の会場とオンラインとのハイブリット形式で、
参加者のニーズも鑑みながら、国内外の有識者を招い
た講演やパネルディスカッションを行うことで、最新
のテーマに結びつけたい。また、金融庁主催のこれら
のイベントの内容を充実させることに加え、例えば、
気候変動リスクの測定やESG関連商品組成のためのデー
タ整備や指標の開発を進める国際的な動きに備え、
データの提供状況や精度等の把握を進めるなど、日々
の国際会議対応上の判断に役立てることを目的とし
て、委託調査を実施するほか、政府の各種会合等を含
む、国内外の動向把握に必要な情報収集を強化するこ
ととし、このために必要な経費を盛り込み、全体とし
て前年度比２百万円の増額となる予算要求を行ってい
く。

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融政策推進に必要な経費

金融庁 新02 - 0002 - その他

　　施策Ⅲ－３　市場の機能強化、インフラの整備、公正性・透明性の確保のための制度・環境整備

　　横断的施策－１　IT技術の進展等の環境変化を踏まえた戦略的な対応

　　横断的施策－２　業務継続体制の確立と災害への対応

　　横断的施策－３　その他の横断的施策
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　　いずれの施策にも関連しないもの

025 監査監督機関国際フォーラム（IFIAR）拠出金等 平成27年度 終了予定なし 93 93 97 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、拠出された資金が有効に活用さ
れるよう、資金使途を確認すること。

100 101 1 - 現状通り

本経費については、IFIAR事務局からの会計報告を通し
て資金使途が真に必要なものに限定されているか適切
なフォローアップに努めていくこととし、IFIARとの協
力と貢献に関する合意（ホスト合意）に基づき、令和
４年度においては、前年同規模の予算要求を行ってい
く。

公認会計士・監査
審査会事務局

一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

金融庁 - 0021 - 平成２９年度対象

026 国際機関分担金（IOSCO） 平成10年度 終了予定なし 12 12 11 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、拠出された資金が有効に活用さ
れるよう、資金使途を確認すること。

12 12 - - 現状通り

〇事業目的を実現するため、4年度予算要求において
も、前年同規模の予算要求を行っていくとともに、我
が国が意見を発信し続ける立場を確保できるよう、引
き続き、国際的な議論に積極的に参画していく。
〇資金使途については、総会等の国際会議への参加を
通じ、引き続き資金使途の適切性及び有効性について
確認するとともに、国際機関に対する効率的な運営を
求めていく。

令和2年度外部有識者
点検

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

金融庁 - 0022 - 令和２年度対象

027 国際機関分担金（IAIS） 平成10年度 終了予定なし 18 18 18 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、拠出された資金が有効に活用さ
れるよう、資金使途を確認すること。

20 21 1 - 現状通り

○事業目的を実現するため、我が国が意見を発信し続
ける立場を確保できるよう、引き続き、国際的な議論
に積極的に参画していく。
○IAISの中期財政計画（2020～24年）に基づき、我が
国としても応分の負担をする。令和4年度においては、
前年度比百万円の増額となる予算要求を行う。
〇資金使途については、総会等の国際会議への参加を
通じ、引き続き資金使途の適切性及び有効性について
確認するとともに、国際機関に対する効率的な運営を
求めていく。

令和2年度外部有識者
点検

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

金融庁 - 0023 - 令和２年度対象

028 国際機関分担金（FATF） 平成13年度 終了予定なし 12 12 9 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、拠出された資金が有効に活用さ
れるよう、資金使途を確認すること。

12 12 - - 現状通り

〇事業目的を実現するため、4年度予算要求において
も、前年同規模の予算要求を行っていくとともに、我
が国が意見を発信し続ける立場を確保できるよう、引
き続き、国際的な議論に積極的に参画していく。
〇資金使途については、総会等の国際会議への参加を
通じ、引き続き資金使途の適切性及び有効性について
確認するとともに、国際機関に対する効率的な運営を
求めていく。

令和2年度外部有識者
点検

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

金融庁 - 0024 - 令和２年度対象

029 国際機関分担金（APG） 平成12年度 終了予定なし 6 6 6 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、拠出された資金が有効に活用さ
れるよう、資金使途を確認すること。

6 6 - - 現状通り

〇事業目的を実現するため、4年度予算要求において
も、前年同規模の予算要求を行っていくとともに、我
が国が意見を発信し続ける立場を確保できるよう、引
き続き、国際的な議論に積極的に参画していく。
〇資金使途については、総会等の国際会議への参加を
通じ、引き続き資金使途の適切性及び有効性について
確認するとともに、国際機関に対する効率的な運営を
求めていく。

令和2年度外部有識者
点検

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

金融庁 - 0025 - 令和２年度対象

030 国際機関分担金（FinCoNet） 平成26年度 終了予定なし 1 1 1 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、拠出された資金が有効に活用さ
れるよう、資金使途を確認すること。

1 1 - - 現状通り

〇事業目的を実現するため、4年度予算要求において
も、前年同規模の予算要求を行っていくとともに、我
が国が意見を発信し続ける立場を確保できるよう、引
き続き、国際的な議論に積極的に参画していく。
〇資金使途については、総会等の国際会議への参加を
通じ、引き続き資金使途の適切性及び有効性について
確認するとともに、国際機関に対する効率的な運営を
求めていく。

令和2年度外部有識者
点検

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

金融庁 - 0026 - 令和２年度対象

031 国際機関分担金（IFIAR） 平成22年度 終了予定なし 6 6 5 外部有識者点検対象外 現状通り
引き続き、拠出された資金が有効に活用さ
れるよう、資金使途を確認すること。

6 7 1 - 現状通り

本経費については、IFIAR事務局からの会計報告を通し
て資金使途が真に必要なものに限定されているか適切
なフォローアップに努めていくこととし、令和４年度
においては、前年同規模の予算要求を行っていく。

令和2年度外部有識者
点検

公認会計士・監査
審査会事務局

一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）国際会議等に必要な経費

金融庁 - 0027 - 令和２年度対象

032
データ分析を通じた個人に対する金融面でのコロナ対応
策の検討

令和２年度 令和2年度 10 10 2 

○アフターコロナを視野に入れ、エビデンスに基づく
政策を実行するために継続的に調査を行うことが必要
ではないか。

○現在も個別の設問には含まれているようだが、今後
継続的に調査を行う場合は、金融機関との関係性につ
いても意識してほしい。

○再委託等もないので資金の流れに問題はない。

終了予定
今後調査を行う場合には、外部有識者の所
見も踏まえて実施すること。

- - - 予定通り終了

令和2年度終了事業であって、予定通り事業を終了し、
令和４年度においては予算要求しないものである。
なお、追加のアンケート調査の実施の有無については
引き続き検討していく。

令和2年度2次補正予
算（10百万円）

総合政策局 一般会計
（項）金融政策費
　（大事項）金融政策推進に必要な経費

金融庁 新02 - 0003 - その他

5,748 2,193 2,072 2,682 2,207 ▲690 

23,673 23,618 21,243 22,230 21,130 

29,421 25,811 23,315 24,912 23,337 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和３年度の点検の結果、事業を廃止し令和４年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和３年度の点検の結果、見直しが行われ令和４年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和３年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和４年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

行政事業レビュー対象　計

一般会計

合　　　　　計

一般会計

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

注５．「外部有識者点検対象」欄については、令和３年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２９年度、平成３０年度、令和元年度又は令和２年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２９年度対象」、「平成３０年度対象」、
「令和元年度対象」、「令和２年度対象」と記載する。なお、令和３年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２９年度、平成３０年度、令和元年度又は令和２年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。
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